
赤井川村高校生就学支援助成金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第５０条に規定する高等学校、

同法第７６条第２項に規定する特別支援学校高等部、同法第１１５条に規定する高等専

門学校、同法第１２５条に規定する専修学校高等課程及び同法第１３４条に規定する各

種学校（以下「高等学校等」という。）に就学する生徒の保護者等（以下「保護者等」と

いう。）に対し、就学に係る費用を助成することにより、保護者等の経済的負担を軽減す

るとともに、子育て環境の向上及び定住化促進を図ることを目的とする。 

（助成対象者） 

第２条 高校生就学支援助成金（以下「助成金」という。）の助成の対象となる者は、村内

に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定により村の住民基本

台帳に記録されている者であつて、赤井川村立赤井川中学校を卒業し高等学校等に就学

する生徒を監護している保護者等とする。 

（助成対象期間） 

第３条 第１条の目的を達成するため、助成対象とする期間（以下「助成対象期間」という。）

は、生徒が高等学校等に就学する年度の４月から起算して当該高等学校等の正規の修業

年限を上限とし、生徒１人につき３箇年間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、生徒が年度の途中に高等学校等に入学した場合は、入学した

日の属する月から助成対象期間とする。  

３ 第１項の規定にかかわらず、生徒が高等学校等を卒業し、終了し、又は退学した場合は、

卒業し、終了し、又は退学した日の属する月までを助成対象期間とする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、生徒が休学した場合は休学した日の属する月までを助成

対象期間とし、生徒が復学した場合は復学した日の属する月から助成対象期間とする。  

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、生徒１人につき月額１万円とする。 

（助成金の申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、毎年度初め、赤

井川村高校生就学支援助成金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に、高

等学校等に在学していることを証する書類を添付し、村長に提出しなければならない。 

（申請内容の変更） 

第６条 申請書の記載内容に変更が生じた場合は、赤井川村高校生就学支援助成金変更届

（様式第２号）を速やかに村長に届け出なければならない。 

（交付決定） 

第７条 村長は、申請書が提出された場合は、速やかにその内容を審査し、助成金の交付の

可否を決定し、赤井川村高校生就学支援助成金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）



により申請者に対して通知するものとする。 

（助成金の交付） 

第８条 助成金は、毎年度９月と３月の各末日までにそれぞれ６箇月分（第３条第２項から

第４項までの規定を適用する場合にあつては、当該規定により定められた助成対象期間

分）を、申請者が指定した金融機関に口座振込により交付するものとする。 

（助成金の返還） 

第９条 村長は、助成金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、助成

金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に助成金が交付されているときは、当該助成

金の全部又は一部を返還させることができる。 

（１） 偽りその他不正の手段により助成金の交付決定又は交付を受けたとき。 

（２） この要綱の規定に違反したとき。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


